
令和7年度補正予算 地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業

【事業実施背景】競合・異業種が連携した共同配送、モーダルシフト、中継輸送の実現のため、物流・業務の可視化を正確に行う必
要がある。RFIDを使用した荷物の出荷・通過・到着の追跡、およびGPSを使用した車両位置やルートの追跡、データ化を図る必要
がある。また、共同配送、モーダルシフト、中継輸送には一定の物量が必要となるため、業務量の増加に備えてロボット等による業
務効率化も同時に検討する必要がある。

神奈川中小物流事業者モーダルシフト

事業概要

事業内容

協議会名：神奈川中小物流事業者地域連携モーダルシフト検討協議会

RFIDを車内に設置し、ドアが閉まったタイミングにて車載商品をス
キャンし、GPSによって取得した位置情報と紐づけ、商品管理シス
テムに連携することで、今までブラックボックスだった輸配送時の
商品状態をリアルタイムで把握でき、誤配送の抑制に加え、配送証
明としても活用が期待される

Point

協議会構成員
株式会社PURELOGI、ヤマセイ商事株式会社、TRAVALO 
JAPAN株式会社、ポップベリー株式会社、横浜未来機構、神
奈川県産業労働局産業部産業振興課

本業務で、関係者へのアンケート、ヒアリングを通じて、下
記定量面での期待効果の精緻化を進める

【運送面】
・毎月1日～10日は3台前後/日、1時間前後発生している
ドライバーの待ち時間の80％削減
・GPS利用による稼働時間管理

【倉庫】
・１倉庫での荷物受入に（5000ピース/年、2日×2人検品
×2回、出荷も同様）14時間×2人×2回かかっていた年間
時間を80％削減

【店舗】
・検品・棚卸時間を80％削減と在庫管理ミス発生率0％に
抑制

想定事業実施効果

現在 本業務

商品データを正確に
取得できない

共同配送時の容積
や滞留時間が不明

ルートや経由地を正
確に把握できない

荷主

倉庫

受荷主

データ連携 ルート最適化

業務自動化

②適正な荷量増加によ
る共同配送の実現

①各プロセスにおける正
確な荷持情報の可視化
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